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第２章　環境保全対策の総合的な取組の推進

　20世紀後半からの大量生産・大量消費・大量廃棄型の

経済社会活動や生活様式の定着、都市化の進展により、

生活排水による河川等の汚染や廃棄物問題、化学物質に

よる環境汚染、更には身近な緑の減少など様々な形で環

境問題が顕在化しています。

　また、地球温暖化、オゾン層の破壊、酸性雨などの地

球規模での環境問題も顕在化し、地球の生態系にも大き

な脅威を与えている状況にあります。

　これらの問題を解決していくためには、経済社会シス

テムの見直しやライフスタイルの変革に向けて、県民、

事業者、行政が共通の認識に立ち、それぞれの役割を果

たしていくことが重要であり、長期的な視野に立ち、各

種の環境施策を総合的、計画的に進めていく必要があり

ます。

第２章　環境保全対策の総合的な取組の推進

　本県の環境行政の基本的方向については、平成８年12

月に制定した「青森県環境の保全及び創造に関する基本

条例」において定められています。

　本条例は、本県の環境行政の基本理念、県民、事業

者、行政の役割を明らかにするとともに、環境の保全及

び創造に関する施策の基本となる事項を定めることによ

り、施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将

来の県民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを

目的として、平成８年３月に策定した「青森県環境基本構

想」の考え方を踏まえ制定したものです（図１－２－１）。

　本条例では、新たな環境施策を推進するために次の４

つを基本理念として定めています。

＜基本理念＞

１　健全で恵み豊かな環境の恵沢の享受と継承

２　人と自然との調和の確保

３　持続的発展が可能な社会の構築

４　地球環境の保全の推進

第１節　青森県環境の保全及び創造に関する基本条例

資料：県環境政策課
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第２章　環境保全対策の総合的な取組の推進

１　計画の基本的な考え方

　「青森県基本計画『選ばれる青森』への挑戦」（計画

期間：2019年度～2023年度）は、県行政全般に係る政策

及び施策の基本的な方向性について総合的かつ体系的に

示した県行政運営の基本方針であり、「人口減少克服」

を最重要課題に位置付け、本県を取り巻く社会経済環境

や今後の展望等を踏まえた2030年のめざす姿を県民と共

有し、日本、世界から「選ばれる青森県」の実現に向け

て取り組んでいくための計画です。

　これまでの取組により、本県の強みである農林水産分

野や観光分野は成長を続け、「経済を回す」仕組みづく

りが着実に成果をあげるとともに、課題である県民の健

康づくりなどについても、明るい兆しが見えています。

　一方で、本県を取り巻く社会経済環境は、人口減少と

少子化、高齢化の一層の進行、労働力不足、すぐそこに

迫る超高齢化時代、グローバル化の更なる進展など、大

きく変化しています。

　特に、ＡＩやＩｏＴ等の第４次産業革命は、産業構造

や雇用環境の転換に加え、私たちの暮らしや生き方、働

き方にも劇的な変化を及ぼすことが予想されます。

　この計画では、まさに時代の転換点とも言える急激な

環境変化に対応していくため、本県の「多様性」と「可

能性」を示しながら、人口が減少しても安心して暮らせ

る、持続可能な青森県づくりをめざしています。

２　2030年における青森県のめざす姿

　計画では、2030年におけるめざす姿として、「『生業

（なりわい）』と『生活』が好循環する地域へ～世界が

認める『青森ブランド』の確立～」を掲げています。

　この「青森ブランド」とは、県産品のブランド化のみを

指すのではなく、青森県の「生業（なりわい）」と「生活」

が一体となって生み出す価値の総体を指します。具体的

には、「買ってよし（ビジネスの対象としての価値）」、「訪

れてよし（観光・交流対象としての価値）」、「住んでよし

（生活対象としての価値）」の３種類の価値を備え、自

然、歴史、文化、食、祭り、人財など、本県が有する多様

な地域資源そのもの、そして、これらの地域資源に囲まれ

て暮らす私たち青森県民の日々の生活が、県外・海外か

ら高く評価される状態をめざすものです。

　「青森ブランド」の確立に向けて、「産業・雇用」、

「安全・安心、健康」、「環境」、「教育・人づくり」

の４分野を設定するとともに、それぞれの分野ごとに

「めざす姿」を掲げ、体系化された政策・施策に基づ

き、めざす姿の実現に向けた取組を推進します。

３　環境分野の政策・施策体系

　環境分野では、本県が、国際社会の一員として地球環

境の保全に貢献するとともに、本県の豊かな自然や生活

環境を未来につないでいくことをめざし、県民一人ひと

りの環境問題への意識を更に高め、県民、事業者、行政

等のあらゆる主体が一丸となって取り組んでいくための

方向性を示しています。

　環境分野に掲げる３政策９施策は以下のとおりです。

図１－２－２　環境分野の政策・施策体系

４　取組の重点化

　2030年のめざす姿の実現に向けて、限られた行財政資

源を有効に活用しながら、４つの分野の政策・施策体系

に掲げる取組を効果的かつ分野横断で展開していくた

め、５つの戦略プロジェクトを設定し、取組の重点化を

図ることとしています。

　戦略プロジェクトとは、人口減少克服に向けて、４つ

の分野を横断し、特に重点的に取り組むべきテーマで

す。これまでの取組により成果が現れている分野につい

ては一層強化し、課題等には的確に対応していくため、

５つの戦略プロジェクトにより、人口減少が続く中に

あっても、平均寿命の延伸や交流人口の拡大、生産性の

向上などにより、その影響をできるだけ抑え、伸ばして

いく「県内総時間」の拡大の視点を持ちながら、人口減

少克服に向けた取組を進め、「ここに生まれてよかっ

た」、「ここで暮らしてよかった」と思える青森県づく

りをめざします。

第２節　青森県基本計画「選ばれる青森」への挑戦
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第２章　環境保全対策の総合的な取組の推進

図１－２－３　５つの戦略プロジェクト ５　ＳＤＧｓの理念を踏まえた各種施策の展開

　経済・社会・環境をめぐる広範な課題を統合的に解決

することをめざすＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）への

取組が国際社会全体で進められています。

　世界共通の目標であるＳＤＧｓの視点を踏まえて取組

を進めていくことは、本県が「世界が認める青森ブラン

ドの確立」をめざし、世界から選ばれる地域となる上で

重要であることから、この計画においても、ＳＤＧｓの

理念を踏まえて各種施策を展開していくこととしていま

す。

図１－２－４　ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）のロゴ

１　青森県環境計画の策定

　様々な環境問題が顕在化している中で、本県において

も、すべての県民の参加と連携による日常生活及び経済

活動と環境との調和を図りながら、良好な環境を保全

し、創造することによって将来世代に引き継いでいくと

ともに、地球規模の環境問題に地域レベルから適切に対

応していくため、平成８年12月に制定した青森県環境の

保全及び創造に関する基本条例第10条の規定に基づき、

平成10年５月に青森県環境計画を策定しました。

　平成19年３月に第二次青森県環境計画、平成22年３月

に第三次青森県環境計画、平成25年３月に第四次青森県

環境計画、そして平成28年度３月には第５次青森県環境

計画を策定しました。

　また、令和２年３月に第６次青森県環境計画を策定

し、各種施策を推進しています。

２　第６次青森県環境計画

　第６次青森県環境計画では、青森県基本計画の環境分

野におけるめざす姿の実現に取り組むため、2030年のめ

ざす姿や重点的に取り組む視点等を掲げるとともに、第

５次環境計画の取組結果を踏まえて、６つの施策を柱と

する26の施策を設定しています（図１－２－５）。

　第５次環境計画との主な変更点は、

①�環境を取り巻く世界や国の動きを反映させたこと（持続可

能な開発目標（ＳＤＧｓ）の考え方を取り入れ、各施策とＳ

ＤＧｓ（17の目標）との関係を明記、世界的なプラスチック

ごみ問題を背景とする国のプラスチック資源循環戦略や

食品ロス削減法の公布等を踏まえた施策を明記）

②�「環境指標」を分かりやすく整理したこと（「目標設

定指標」（目標値を設定・37指標）と「モニタリング

指標」（現状や経年推移を観測・27指標）に分けて掲

載）となっています。

　なお、本計画は、「環境教育等による環境保全の取組

の促進に関する法律」に基づく環境教育等に関する行動

計画としても位置付けています。

第３節　青森県環境計画
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図１－２－５　第６次青森県環境計画における「2030年のめざす姿」と政策・施策の体系等

１　2030年のめざす姿

（１）基本目標

　　　自然との共生、低炭素・循環による持続可能な地域社会の形成

（２）めざす姿

　　　①自然と共生する暮らし

　　　②持続可能な低炭素・循環型社会

　　　③環境にやさしい青森県民

（３）重点的に取り組む視点

　　　①山・川・海をはじめとする自然環境の保全

　　　②県民総参加による低炭素・循環型社会づくりの推進

　　　③子どもから大人まで環境を守り・つなぐ人づくりと仕組みづくり

２　政策（６）・施策（26）の体系

　　　　　　　【政策】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【施策】

１�　自然と共生する「暮らし」や

「生業」を育む環境づくり

２�　県民にやすらぎを与える快適な

環境の保全と創造

３�　県民みんながチャレンジする循

環型社会づくり

４�　県民みんながチャレンジする低

炭素社会づくり

６�　あおもりの環境を次世代へつな

ぐ人づくりと仕組みづくり

５　安全・安心な生活環境の保全

⑴健全な水循環の確保・水環境の保全

⑵優れた自然環境の保全とふれあいの推進

⑶森林の保全と活用

⑷里地里山や農地の保全と環境公共の推進

⑸野生動植物の保護・管理

⑹世界自然遺産白神山地の保全と活用

⑺温泉の保全

⑴身近にふれあえる緑や水辺の保全と創造

⑵良好な景観の保全と創造

⑶歴史的・文化的遺産の保護と活用

⑴「もったいない」の意識のもと県民一丸となった３Ｒの推進

⑵資源循環対策の推進

⑶廃棄物の適正処理の推進

⑴暮らしと地球環境を守る省エネルギー等の推進

⑵地域特性を生かした再生可能エネルギーの活用促進

⑴大気環境の保全

⑵静けさのある環境の保全

⑶地盤・土壌環境の保全

⑷化学物質対策の推進

⑸オゾン層保護・酸性雨対策の推進

⑹環境放射線対策の推進

⑺環境影響評価の推進

⑻公害苦情・紛争処理の推進

⑴子どもから大人まであおもりの環境を次世代へつなぐ人づくり

⑵家庭や事業所における環境配慮行動を促す取組と仕組みづくり

⑶環境情報の提供と環境活動のネットワークづくり
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第２章　環境保全対策の総合的な取組の推進

１　計画の策定

　本県では、地球温暖化対策を地域レベルにおいて計画

的・体系的に推進するため、2001(平成13)年４月に「青森

県地球温暖化防止計画」を策定し、県内における2010(平

成22)年の温室効果ガス排出量を1990(平成２)年比で

6.2％削減することを目標とし各種取組を進めました。

　計画期間の終了に伴い、2011(平成23)年３月、本県の

地球温暖化対策の新たな指針となる「青森県地球温暖化

対策推進計画」（計画期間：2011年～2020年）を策定

し、県内における2020（令和２）年度の温室効果ガス排

出量を1990（平成２）年度比で25％削減することを目標

とし各種取組を進めましたが、2016(平成28)年５月に

国の「地球温暖化対策計画」の策定を受け、同計画を

2018(平成30)年３月に改定しました。

　改定計画では、前計画と同様、本県の強みである豊富

な自然エネルギー資源、森林資源などの「地域ポテン

シャル」と本県の温室効果ガスの排出状況などを踏まえ

た「地域課題」に着目した取組を進め、「あらゆる主体

の連携・協働による、青森県の地域特性を生かした、安

全・安心、快適で暮らしやすい低炭素社会の形成」を目

指すことを基本理念としています。

２　計画の内容

　計画期間は2018（平成30）年度から2030（令和12）年

度までの13年間とし、温室効果ガス削減目標は、2030年

度までに2013年度比で31％削減することとしています

（図１－２－６）。

　目指す将来像の実現に向けて取り組むべき施策の方向

性を、７つのリーディングプロジェクト「低炭素あおも

りプロジェクト」として整理するとともに、各リーディ

ングプロジェクトの中でも、計画に掲げた目標達成に向

けて、県が今後概ね５年間戦略的・集中的に推進する重

点取組を設定しました（図１－２－７）。

　なお、計画の推進に当たっては「あおもり地球温暖化対

策庁内推進本部」及び有識者等からなる「青森県地球温

暖化対策推進協議会」において進行管理を行っています。

図１－２－６　�青森県地球温暖化対策推進計画

における目標削減量

第４節　青森県地球温暖化対策推進計画
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図１－２－７　青森県地球温暖化対策推進計画におけるリーディングプロジェクト「低炭素あおもりプロジェクト」と重要取組

＜地域ポテンシャルを活かした施策の展開＞

プロジェクト１　再生可能エネルギー導入促進プロジェクト

◆風力、太陽、地熱、地中熱の再生可能エネルギーの導入及び利用促進

◆スマートコミュニティの普及促進

プロジェクト２　低炭素型農林水産業推進プロジェクト

◆農林業における再生可能エネルギー循環システムの形成　◆環境保全型農業の推進

◆農産物の地産地消促進

プロジェクト３　青い森の森林吸収対策プロジェクト

◆間伐の促進　◆木材の地産地消の促進　◆j-クレジット制度の活用等を通じた森林整備の促進

＜地域課題対策に向けた施策の展開＞

プロジェクト４　中小事業者等省エネ化プロジェクト

◆省エネルギー対策に係る情報提供、技術的支援等の推進

◆国の補助金等支援制度及び既存の融資制度等の活用促進

◆市町村施設の省エネルギー化の促進

【重要取組】　中小事業者の省エネ対策によるＣＯ₂排出量及びエネルギーコスト削減の推進

プロジェクト５　低炭素型住宅・ライフスタイル推進プロジェクト

◆厳しい環境に対応した青森型省エネ住宅の普及促進

◆長寿命化、省ＣＯ₂対策の促進

◆ＺＥＨ、再生可能エネルギー活用等技術への対応促進

◆低炭素型ライフスタイルの実践に向けた各主体連携による普及啓発の推進

【重要取組】　省エネ住宅・設備等の普及促進及び家庭における環境配慮行動の促進

プロジェクト６　低炭素型交通普及促進プロジェクト

◆県民、事業者の総参加によるスマートムーブの取組の推進

◆次世代自動車の加速的普及に向けた取組の推進

◆公共交通機関の利用を中心とした低炭素型交通社会の仕組みづくりの推進

【重要取組】　エコで賢い移動「スマートムーブ」の普及・推進

プロジェクト７　「もったいない・あおもり県民運動」・環境教育推進プロジェクト

◆低炭素社会づくりに向けた県民運動の展開

◆あおもりエコの環スマイルプロジェクトの拡大

◆地域の人財を活用した環境教育の推進　◆気候変動の理解促進

【重要取組】　各主体が連携した県民総参加の取組強化と次世代の担い手づくり
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第２章　環境保全対策の総合的な取組の推進

１　計画の策定

　本県では、2018(平成30)年３月に改定した「青森県

地球温暖化対策推進計画」（以下「県温対計画」とい

う。）において、目指す姿として「あらゆる主体の連

携・協働による、青森県の地域特性を活かした、安全・

安心、快適で暮らしやすい低炭素社会の形成」を掲げ、

緩和策に加え、本県の適応に係る今後の方向性として、

施策の整理、進行管理の仕組みを検討した上で推進して

いくこととしました。これを踏まえ、2021(令和３)年３

月、本県における気候変動への適応策を取りまとめた

「青森県気候変動適応取組方針」（以下「取組方針」と

いう。）を策定しました。

２　計画の内容

　計画期間は2021(令和３)年度から2025(令和７)年度ま

での５年間としています。

　本取組方針は、本県の気候の現状及び国の気候変動適

応計画等を踏まえ、本県で気候変動の影響が既に生じて

いる項目、もしくは、今後影響が生じると考えられる項

目について、その影響の回避・軽減に向けた適応策とし

て、県の現在の取組と今後の方向性を取りまとめたもの

です。

　取組方針の推進に当たっては、有識者などで構成する

「青森県地球温暖化対策推進協議会」及び知事を本部長

とする「あおもり地球温暖化対策庁内推進本部」におい

て部局横断的な取組を推進していきます。

第５節　青森県気候変動適応取組方針

図１－２－８　本県における気候変動の影響と適応策

〈７分野38小項目〉分野ごとの気候変動の影響と適応策(主なもの)

№ 分野 小項目
気候変動の影響

（○：現状、●：将来）
適応策

（◇：既存施策、◆：今後の方向性）

1

農業・
林業・
水産業
(12小項目)

水稲 ○夏季高温による胴割米の発生 ◇高温耐性品種の開発

野菜
○集中豪雨によるハウス等への浸水等に
よる生育不良や品質低下の発生

◆営農活動で可能な排水対策技術の開発

果樹
○気温上昇によるリンゴの日焼け果の発
生

◇早期適正着果・適切な葉摘みの実施

病害虫・雑草
○低温寡照によるいもち病や高温性病害
虫の多発

◆病害抵抗性品種の開発拡大・新たな防
除技術の開発拡大

木材生産
（人工林等）

○森林病害虫被害の発生（松くい虫被
害）

◇本県に適した優良品種、マツ材線虫病
抵抗性品種及び育種技術の開発

回遊性魚介類
○産卵場の水温変化によるスルメイカの
漁獲量の減少

◇スルメイカの代替魚種としてのアカイ
カの効率的な漁場探査手法の開発

増養殖等
●水温上昇によるホタテガイの沖側深水
深帯でしか養殖できなくなる可能性

◇高水温時のホタテガイ養殖作業（稚貝
分散や入替作業など）の改善

2
水環境・
水資源
（４小項目)

湖沼・ダム等 ●水温上昇による水質悪化の可能性 ◇公共用水域の水質調査

3
自然生態系
(10小項目)

野生鳥獣
○ニホンジカなど指定管理鳥獣の目撃数
の増加

◆第二種特定鳥獣管理計画に基づく順応
的管理の推進等

4
自然災害・
沿岸域
(４小項目)

(共通) （自然災害全般）
◇青森県地域防災計画に基づく各種訓練
の実施による関係機関との連携強化

5
健康
(３小項目)

熱中症等 ○熱中症による救急搬送者件数の増加
◇県立学校の普通教室等への冷房設備等
設置

節足動物媒介
感染症

○デング熱を媒介するヒトスジシマカの
生息域北限の北上

◇県ホームページでのデング熱に関する
情報提供

6
産業・
経済活動
(２小項目)

エネルギー需
給

○台風・集中豪雨等の自然災害を起因と
した大規模停電の発生

◇非常時における電源供給に対応した自
立分散型エネルギーシステムの導入促進

レジャー ○自然災害の発生
◇観光ウェブサイト等を活用した災害情
報の発信

7
国民生活・
都市生活
(３小項目)

水道、交通等
○記録的な豪雨による地下浸透、停電等
の発生

◇浸水対策、停電対策を含めた、計画的
な水道施設の強靱化

県民、事業者
等への普及啓
発

（適応に関する普及啓発が必要）
◇県民向け普及啓発パンフレットの作
成・配布、イベントの実施
◇市町村向け適応セミナーの実施

資料：県環境政策課
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第２章　環境保全対策の総合的な取組の推進

１　計画の概要

　本県では、天然資源の消費を抑え、環境への負荷の低

減が図られるという、本県の地域性を生かした循環型社

会の形成を目指し、平成18年３月に「青森県循環型社会

形成推進計画（第１次計画）」を策定して以降、平成23

年３月に第２次計画、平成28年３月には第３次計画を策

定し、様々な取組を行ってきました。令和３年３月に

は、引き続き施策を効果的かつ計画的に進めるため「第

４次青森県循環型社会形成推進計画」（計画期間：令和

３年度～７年度）を策定しました。

　この計画は、目指すべき循環型社会のイメージ及び循

環型社会を実現するための目標を定め、県、市町村、事

業者、県民等の各主体が果たすべき役割と取組を示した

ものであり、次のように位置づけています。

　①廃棄物処理法に基づく「廃棄物処理計画」

　②�循環型社会形成推進基本法に基づく「循環型社会の

形成に関する施策を定める計画」

　③�食品ロス削減推進法に基づく「食品ロス削減推進計

画」

　④�本県におけるごみ処理の広域化及びごみ処理施設の

集約化に係る方針を示す「ごみ処理広域化・集約化

計画」

２　廃棄物の現状と目標

⑴　一般廃棄物

　　一般廃棄物についての本県の令和元年度の状況は、

　①　１人１日当たりの排出量が1,003g（全国918g）

　②　リサイクル率が14.3％（全国19.6％）

　③　１人１日当たりの最終処分量が108g（全国82g）

　となっています。

　�　「第４次青森県循環型社会形成推進計画」では、令

和７年度までに、①１人１日当たりの排出量940g、②

リサイクル率17％（民間回収を合わせた県全体のリサ

イクル率は34％）、③１人１日当たりの最終処分量

85gにするとの目標を掲げています。一般廃棄物の排

出状況等について、全国値との開きを縮小するため、

ごみの排出抑制、リサイクル率の向上、最終処分量の

削減に向け、市町村と連携した取組をさらに進めてい

く必要があります。

⑵　産業廃棄物

　�　産業廃棄物について平成30年度の状況を平成25年度

と比較すると、

　①�　排出量は、294万９千トンから316万２千トンと増

加しています。この理由として、建設業と電気・

水道業の排出量が増加したことが要因と考えられ

ます。令和7年度における目標は平成30年度より約

0.4％増の317万４千トンに抑制することとしてお

り、今後も発生抑制の取組を進める必要がありま

す。

　②�　再生利用量は、140万１千トンから152万トンに増

加しています。この理由として、再生利用率の高い

建設業からの排出量の増加が主な要因と考えられ

ます。令和７年度までの目標は152万４千トンであ

り、目標達成に向け再生利用推進を図る必要があり

ます。

　③�　最終処分量は、６万１千トンから７万１千トンに

増加しています。この理由として、製造業と建設業

の最終処分の量が増加したことが要因と考えられま

す。令和７年度における目標は７万トンとなってお

り、今後もさらに３Ｒの取組を進め、最終処分の抑

制を図る必要があります。

３�　本県が目指す循環型社会のイメージと計

画の推進

　本県が目指す中長期的な循環型社会の姿を次のように

イメージし、その実現に努めます。

　①�　「もったいない」の考え方に即したライフスタイ

ル・ビジネススタイルへの転換

　②　地域の特性を活かした地域循環共生圏の形成

　③�　環境に配慮した事業活動とリサイクル製品の普及

拡大

　④　自然との共生と適正な物質循環の確保

�　県は県内全体を対象とする広域的な視点から、また、

市町村は地域の特性を踏まえ、地域に密着した取組をす

ることを基本とし、それぞれの立場に応じたコーディ

ネーターとしての役割を果たしていく必要があります。

　また、循環型社会づくりの担い手である県民、事業

者、ＮＰＯ等の民間団体の各主体も、それぞれの役割の

下、県民総参加で主体的に循環型社会形成のための目標

実現を目指して取り組んでいくことが必要です（図１－

２－９）。

第６節　第４次青森県循環型社会形成推進計画
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第２章　環境保全対策の総合的な取組の推進

図１－２－９　本県が目指す循環型社会と各主体の役割・取組

行政（コーディネーター）

家　　庭 事業者

《県》
○重点取組の推進
○一般廃棄物の３Ｒの推進
○産業廃棄物の３Ｒの推進
○リサイクル関連産業の振興
○環境公共の推進
○廃棄物の適正処理の推進
○不法投棄等防止対策の推進
○環境教育・環境学習の推進

○発生抑制の推進
　・�マイバッグ・マイボトルの持参、使い捨

て容器の辞退
　・�詰替商品や長期間使用可能、修理可能な

商品を購入
　・�賞味期限・消費期限を意識し、食材使い

きり等を実践
　・�生ごみのコンポストによる堆肥化、水切

りの徹底
○再使用の推進
　・�フリーマーケット、リサイクルショップ

等の積極的活用
　・�リターナブル容器の使用
○再生利用の推進
　・リサイクル製品の購入
　・�使用後のリサイクル等にまで配慮された

製品の選択
　・�市町村のルールに従った分別
　・�地域の集団回収、店頭回収の上手な利用
　・�家電製品、小型電子機器等のリサイクル
○ごみの適正処理等の推進
　・地域の清掃活動等に参加

●�「もったいない」の考
え方に即したライフス
タイル・ビジネススタ
イルへの転換

●�地域の特性を活かした
地域循環共生圏の形成

●�環境に配慮した事業活
動とリサイクル製品の
普及拡大

●�自然との共生と適正な
物質循環の確保

○発生抑制の推進
　・�設計段階から、製品の長寿命化・省資源化

に配慮
　・�廃棄物が少なくなるよう生産工程等を工夫
　・梱包材や容器の削減
　・修理、機能性向上等のサービス提供
　・規格外品等の有効利用
　・�適正受注、消費者が使いきり（食べきり）

やすい工夫
○再使用の推進
　・使用済製品、部品の再使用
　・容器包装資材等は繰り返し使用
○再生利用の推進
　・�ごみを分別し、資源回収の仕組みを積極的

に活用
　・�リユース・リサイクルが容易な製品の開

発・製造
　・�循環資源、再生品を製品の原材料等として

使用
　・使用済製品の回収ボックス等設置
　・リサイクル製品の販売
○ごみの適正処理等の推進
　・環境への影響の少ない素材開発・転換
　・リサイクル困難品の適正処分
　・従業員に対する環境教育

《市町村》
○重点取組の推進
○地域特性に応じた３Ｒの推進
○一般廃棄物処理の計画的な取組の推進
○環境教育・環境学習の推進

●重点取組
・プラスチック資源循環の推進
・食品ロス削減対策の推進
・行政・民間事業者等各主体の連携強化

本県が目指す
循環型社会

１　環境マネジメントシステム

　今日の環境問題は、日常生活や事業活動と密接に関連

しており、その解決に向けて社会全体での取組が求めら

れています。

　環境マネジメントシステムは、事業者において毎日の

事業活動を行いつつ、事業活動から生じる環境への負荷

を継続的に低減していく仕組として、これまで多くの企

業や自治体で導入されています。

　本県では、平成13年３月にＩＳＯ14001の認証を取得

し、組織として環境保全に対する取組を推進してきまし

たが、平成22年３月でＩＳＯ14001の認証を終了し、平

成22年度からは、これまでのノウハウを生かし効率化を

図った環境マネジメントシステム（地球にやさしい青森

県行動プラン）を構築し、引き続き環境への負荷の低減

に努めています。

２　地球にやさしい青森県行動プラン

　平成11年４月に施行された地球温暖化対策推進法で

は、地方公共団体に対して自らの事務・事業における温

室効果ガス排出量の削減を目的とした実行計画の策定を

義務付けています。

　県では、平成10年３月に知事部局を対象として「青森

県環境保全率先行動計画」を策定し、自らの環境負荷低

減に向けた取組を進めてきたところですが、同法に基づ

く実行計画として、内容の充実強化を図るとともに、対

象範囲を県のすべての機関に拡大し、平成12年９月に新

たな行動計画となる「地球にやさしい青森県行動プラン

（第１期計画）」を策定しました。

　第１期計画（計画期間：平成12～16年度）では、県の

事務・事業から排出される温室効果ガスの排出量を平成

11年度を基準として平成16年度までに７％削減すること

を目標としていましたが、電気使用量の増加などにより

基準年度比2.4％の削減にとどまったことから、第２期

計画（計画期間：平成17～21年度）では、平成16年度を

基準として平成21年度までに4.7％削減（第１期計画の

未達成分を削減）することを目標とし、省エネルギー・

省資源対策を推進した結果、16.3％の削減となりまし

た。

第７節　県の率先行動



20

第２章　環境保全対策の総合的な取組の推進

　第３期計画（計画期間平成22年度～26年度）では、平

成21年度を基準として、温室効果ガスの排出量を平成26

年度までに5.0％削減することを目標として取組を進め

た結果、平成26年度実績では基準年度比5.7％の削減と

なりました。

　第４期計画（計画期間：平成27年度から令和元年度）

では、平成26年度を基準として、温室効果ガスの排出量

を令和元年度までに5.0％削減することを目標として取

組を進めた結果、令和元年度実績では、基準比2.5％削

減となりました。

　令和２年度に策定した第５期計画（計画期間：令和２

年度～６年度）では、令和元年度を基準として、温室効

果ガスの排出量を令和６年度までに5.0%削減することを

目標としており、令和２年度実績では、電気使用量は

基準年度比0.5％の増、重油使用量が同比1.7％の増、

灯油使用量が同比3.8％の増となり、全体として温室効

果ガス排出量は同比0.8％増となりました。（資料編表

６）。

　また、「国等による環境物品等の調達の推進等に関す

る法律」（グリーン購入法）が平成13年４月に全面施行

されたことを受け、平成14年度から「青森県環境物品等

調達方針」を策定し、本プランで優先的購入に取り組ん

できた物品等に加え、国がグリーン購入法に基づき特定

調達品目として定めた物品、役務、設備、公共工事も新

たに対象として、これらの調達に取り組んでいます（資

料編表７）。

　青森県、岩手県及び秋田県の北東北の知事が一堂に会

し、共通の政策課題等について意見交換を行うことによ

り、相互の連携及び交流の促進を図り、もって本地域の

発展に資することを目的に、1997(平成９)年度から北東

北知事サミットが開催されています。2001(平成13)年度

の第５回知事サミットからは、さらに北海道も加わり４

道県の知事サミットとして開催されています。

　なお、これまで環境分野に係る合意がなされたサミッ

トの開催概要は表１－２－１、合意事項は表１－２－２

のとおりです。

第８節　北海道・北東北三県の連携

表１－２－１　知事サミット開催概要（関係分）

サミット名 開催時期 開催地 テーマ
環境関連
合意事項数

第２回北東北知事サミット（３県） Ｈ10.10.22 岩手県滝沢村 環　境 ６項目

第４回北東北知事サミット（３県） Ｈ12.10.16 青森県黒石市 食料・子ども １項目

第５回北海道・北東北知事サミット Ｈ13.９.14 岩手県花巻市 循環型社会形成に向けて ６項目

第６回北海道・北東北知事サミット Ｈ14.８.23 秋田県小坂町 21世紀型の健康 ２項目

第12回北海道・北東北知事サミット Ｈ20.８.29 青森県青森市 環境とエネルギー １項目

資料：県環境政策課

表１－２－２　知事サミット合意事項一覧（関係分）

第２回北東北知事サミット合意事項　（平成10年度）

１�　３県の連携・協力に向けた仕組み
づくり

１　「北東北環境フォーラム｣の設置

２　共同研究開発に向けた仕組みづくり

３　環境情報ネットワークシステムの構築

２�　環境教育・自然とのふれあいの推
進

１　｢子ども環境サミット｣の開催

２　児童向け啓発冊子の作成等

３　自然とのふれあい促進

３�　中山間地域の維持と｢環境の世紀｣
にふさわしい産業の確立

１　公益的機能の保持と国民的なコンセンサスの形成

２　環境調和型産業の振興

３　持続可能な森林経営に向けた調査・研究

４　多自然居住地域の形成

４�　北東北の恵まれた自然環境の保
全・創造

１　｢緑のグランドデザイン｣の策定

２　十和田湖の水質保全対策の推進

５　ゼロエミッション型社会の構築 １　３県の率先行動

２　廃棄物の再資源化・再利用の促進
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　都市・生活型公害及び地球環境問題に象徴される現在

の環境問題は、我々の日常生活及び社会経済活動に深く

関わっているため、個人、企業、団体等社会を構成する

あらゆる主体が、それぞれの役割を理解し、環境に配慮

した取組を積極的に推進する必要があります｡

　このため、県民に対する環境保全に関する知識の普及

啓発及び地域住民が行う環境保全のための実践活動に対

する支援等により環境の保全を図ることを目的として、

県では、平成２年３月に２億円の国庫補助を得て、４億

円の「青森県環境保全基金」を設置しました｡

　その後、平成４年11月に６億円、平成５年３月に５億

円、平成５年４月に５億円、平成７年３月に10億円を積

み増して総額30億円とし、その運用益を原資とした事業

の充実・拡大を図り、地域に根差した様々な環境保全活

動を展開してきました｡

　さらに、平成21年度からは、県の厳しい財政状況を踏

まえるとともに、二酸化炭素などの温室効果ガスの排出

削減、廃棄物のリサイクルなどの取組の一層の強化や、

県境不法投棄事案への対応など、県として喫緊の課題で

ある環境保全対策に重点的に取り組むため、従来の運用

６�　環境ホルモン等の環境問題への対
応

１　地球環境問題に関する共同研究等

２　いわゆる環境ホルモン等の化学物質に関する調査・研究

第４回北東北知事サミット合意事項（平成12年度）

１　産業廃棄物対策の広域的な対応 １　広域的な産業廃棄物対策を推進するための体制整備

２　３県連携による産業廃棄物不適正処理の監視指導

３　災害廃棄物等に備えた県境を越えた広域的な処理体制の構築

４　県境地域における不法投棄等情報ネットワークの構築

５　不法投棄等に関与する隣県の業者、施設等への立入検査等の連携

第５回北海道・北東北知事サミット合意事項（平成13年度）

１�　水と緑を守る条例の整備への取組
と税制研究

・森や川、海などにかかわる環境保全に関する条例の整備

・諸施策の財源確保等に係る新税の創設に関する共同研究

２　二酸化炭素削減目標への対応 二酸化炭素排出量及び吸収量の算定手法、削減対策の効果を検証する手法等
に関する調査研究

３�　農業用廃プラスチック問題への対応 農業用廃プラスチックのリサイクルの推進のための情報交換、共同の取組

４�　食品廃棄物のリサイクル問題への
対応

食品廃棄物の処理体制、リサイクル手法等の検討、情報ネットワークの構築

５�　地域資源のエネルギーとしての有
効利用

地域資源を活用したバイオマスエネルギーに係る研究情報の交換や成果の共
有化、共通課題の解決に向けた取組

６�　経済的手法等の活用による産業廃
棄物対策

産業廃棄物税や搬入課徴金による経済的手法を活用した制度整備、県外搬入
事前協議の義務化等の取組

第６回北海道・北東北知事サミット合意事項（平成14年度）

１�　｢十和田湖水質・生態系改善行動
指針｣に基づく取組の強化

汚濁負荷削減のための調査研究を行うなどの取組を推進

２�　経済的手法等の活用による産業廃
棄物対策

１�　産業廃棄物の埋立量に応じて課税する枠組みのもと、産業廃棄物減量
化・リサイクル促進税制に係る制度の整備を平成14年度中に行う。

２�　搬入事前協議の条例化及び環境保全協力金制度の整備を平成14年度中に
行う。

第12回北海道・北東北知事サミット合意事項（平成20年度）

１�　持続可能な社会の実現に向けた北
海道・北東北行動宣言

１　北海道・北東北地球温暖化対策推進本部（仮称）の設置

２　再生可能エネルギー導入先進地域の形成に向けた取組の推進

３　森林環境の整備促進に向けた情報の共有化

４　有用資源リサイクルの促進

資料：県環境政策課

第９節　環境保全基金事業
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益を原資とする果実運用型から、基金そのものを処分す

ることができる取崩型の基金に転換したところであり、

平成25年度までに緊急の環境保全対策として、あおもり

の環境を創造する人づくり、省エネルギー型の地域社会

づくり、廃棄物の３Ｒの推進、廃棄物の適正処理などの

各種事業に活用するため、10億円を処分しました。

　平成30年１月に、地域環境保全基金の適正な管理等に

ついて環境大臣から通知が発出され、この中で基金事業

の終了時期について「2028年３月31日（2027年度末）を

超えない範囲内」と示されたことから、平成30年６月に

青森県環境保全基金実施計画書を作成し、基金を2027年

度末までに全額活用することとしました。

　令和２年度は、この計画に基づいて388,959千円を取

り崩し、事業に充当しました。

第10節　公害防止協定

１　公害防止協定の意義

　公害防止協定は、公害の防止を主な目的として地方公

共団体又は地域住民と企業との間で締結されるもので、

協定書、覚書、確約書等その名称は様々です｡

　公害防止協定は、法律及び条例による一律的な規制に

比べ地域の実情に即したきめ細かな公害防止対策が実施

できること、法律や条例による規制だけでは不十分と認

められるときにそれを補完するものとして有効であるこ

となどから、その機能が重要視されています。

　本県においても、市町村等と企業との公害防止協定締

結を推進するとともに、県自ら、公害防止のため必要と

認められる企業と公害防止協定を締結しています｡

２　公害防止協定の締結状況

　令和３年３月31日現在の県内の公害防止協定の締結件

数は165件であり、このうち県、市村及び企業の３者が

当事者となっているものが13件、市町村と企業が当事者

となっているものが140件、地域住民等と企業が当事者

となっているものが８件、市町村、地域住民等及び企業

の３者が当事者となっているものが４件となっています

（資料編表８）。

第11節　公害防止管理者等

　「特定工場における公害防止組織の整備に関する法

律」は､特定工場において､公害防止に関する専門的知識

及び技能を有する公害防止管理者と業務を統括管理する

公害防止統括者等からなる公害防止組織の設置を義務付

けています｡

　令和３年３月31日における特定工場数は151工場であ

り、公害防止管理者等の選任に係る届出状況は､資料編

表９のとおりです｡

第12節　各種審議会等

１　青森県環境審議会

　本県における公害防止対策に関する重要事項を調査審

議するため、昭和41年７月に青森県附属機関に関する条

例により青森県公害対策審議会が設置され、昭和42年８

月の公害対策基本法の施行に伴い、同法に基づく附属機

関とされました。

　昭和60年７月には、地方公共団体の事務に係る国の関

与等の整理合理化等に関する法律が公布されたことに

よって、水質汚濁防止法の一部改正が行われたことか

ら、昭和61年１月12日に青森県水質審議会が青森県公害

対策審議会へ統合されました。

　また、平成５年11月19日に公布・施行された環境基本

法及び環境基本法の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律により、青森県附属機関に関する条例及び規則の

一部改正を行い、平成６年８月１日をもって青森県公害

対策審議会を廃止し、新たに青森県環境審議会を設置し

ました。

　さらに、平成18年９月１日には、青森県環境審議会と

青森県自然環境保全審議会との統合により、新たに青森

県環境審議会を設置しました。

　青森県環境審議会の担当する事務は、環境基本法第43

条第１項の規定による環境の保全に関する基本的事項の

調査審議等をすること、自然環境保全法第51条第２項の
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規定により、温泉法及び鳥獣の保護及び管理並びに狩猟

の適正化に関する法律の規定に基づきその権限に属させ

られた事項を調査審議するほか、知事の諮問に応じ、県

における自然環境の保全に関する重要事項を調査審議す

ることです。

　同審議会は、令和２年３月31日現在、学識経験を有す

る者30人、温泉に関する事業に従事する者１人の計31人

で組織しています。

　令和２年度の開催状況は、表１－２－３のとおりで

す。

表１－２－３　青森県環境審議会の開催状況

回　次 開催年月日 区分 審　　議　　等　　事　　項

第35回 R２.12.24 報告 （1）令和２年版環境白書

（2）青森県気候変動適応取組方針の策定について

（3）第４次青森県循環型社会形成推進計画の策定について

第36回 R３.２.16 諮問 （1）青森県気候変動適応取組方針（案）

（2）第４次青森県循環型社会形成推進計画（案）

（3）令和３年度公共用水域の水質の測定に関する計画（案）

（4）令和３年度地下水の水質の測定に関する計画（案）

報告 （1）青森・岩手県境不法投棄事案について

資料：県環境政策課

２　青森県環境影響評価審査会

　青森県環境影響評価条例の規定により環境影響評価に

関する事項を調査審議するため、平成11年12月から青森

県附属機関に関する条例に基づき設置されています｡

　同審査会は、令和３年３月31日現在、学識経験者20人

で組織しています｡

　令和２年度の開催状況は、表１－２－４のとおりです｡

表１－２－４　青森県環境影響評価審査会部会の開催状況

回次 開催年月日 区分 審　　議　　等　　事　　項

第１回 R２.７.30 諮問

答申

（仮称）新岩屋・新尻労風力発電事業環境影響評価準備書に対する意見について

第２回 R２.８.28 諮問

答申

六ヶ所村風力発電所リプレース事業計画段階環境配慮書に対する意見について

第３回 R２.10.23 諮問

答申

（仮称）惣辺奥瀬風力発電事業に係る計画段階環境配慮書に対する意見について

第４回 R３.１.15 諮問

答申

(1)�（仮称）青南ＲＥＲガス化溶融炉増設事業に係る環境影響評価準備書に対する

意見について

(2)�（仮称）鰺ヶ沢洋上風力発電事業環境影響評価方法書に対する意見について

(3)�（仮称）小田野沢風力発電事業更新計画環境影響評価準備書に対する意見につ

いて

第５回 R３.２.18 諮問

答申

六ヶ所村風力発電所リプレース事業環境影響評価方法書に対する意見について

資料：県環境保全課

３　青森県公害審査会

　公害紛争処理法の規定により、昭和45年11月に青森県

附属機関に関する条例に基づき設置されており、公害に

係る紛争について、あっせん、調停及び仲裁を行いま

す。

　同審査会は、令和３年３月31日現在、学識経験者12人

で組織しています。

　令和２年度に同審査会が受け付けた事件は調停事件１

件となっています。

　なお、令和２年度までに処理された事件は、調停事件

７件、仲裁事件１件の計８件で、処理結果は調停成立３

件、調停打切り３件、和解による仲裁申請取下げ１件、

処理中１件となっています。
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